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１　　施設共通の指摘及び意見
(１) 県職員の派遣協定を行うべきもの

施設の管理委託先団体に県職員を派遣しているが、派遣協定が結ばれていな
い。
4月1日施行の「公益法人等への一般職員の地方公務員の派遣等に関する法律」

の趣旨に則り適切な措置をとられたい。
(２) 委託に係る設備・備品の管理体制を確立すべきもの

毎年度の委託契約において、備品・設備の現況を確認することなく目録を作
成し形式的に目録を交付しているので、次のような事例が見られる。
・目録と現品が一致しない。
・新規購入したもの及び寄附受納したものが備品台帳に登載されていない
また、大方の施設において現品突合に必要な設備図面、備品目録が作成保存

されていないので、現存する書類で確認等を行い管理体制の立て直しを図るこ
と。

(３) 随意契約における減価交渉の実施に留意すべきもの
設備の修理・修繕の記録がなく、入札に付す細部の条件設定に不慣れな等か

ら維持･補修工事は設置業者に委ねざるを得ず、随意契約の増加の一因ともなっ
ている。
法人自らも補助簿の整備を図り機能を熟知するなかで契約締結の際は減価交

渉を実践するなど積極性を持つことが肝要である。
(４) 工作物等の登載基準を明確にして公有財産台帳に登載すべきもの

小瀬スポーツ公園等の陸上競技場フィールド、テニスコートには多額の経費
が投下されているが、公有財産台帳に登載されていない。
これは公有財産取扱規則において土地の一部として取扱う場合の取扱基準が

曖昧であり、また、工作物については具体的な定義もないことから、実施細則
を定めることなどして基準を明確にし、公有財産台帳に登載すべきである。

(５) 寝具類乾燥の実施回数について検討すべきもの
旅館業法第２条に定める簡易宿所に該当する施設の寝具類の乾燥について、

定められた衛生基準が守られていない。衛生的な観点から寝具類乾燥の実施回
数を検討されたい。

１　　施設共通の指摘及び意見
(１) 県職員の派遣協定を行うべきもの

平成１４年４月１日施行の「公益法人等への一般職員の地方公務員の派遣等
に関する法律」に基づき、「公益法人等への山梨県職員の派遣等に関する条例」
を制定し、平成１４年度から本条例に基づき派遣を行っている。

(２) 委託に係る設備・備品の管理体制を確立すべきもの
指摘を受けた施設については、直ちに現物との照合を行い備品台帳の整備を

行った。
また、出納局から指摘を受けた施設を所管する所属に対し、備品の適正な管

理を図るとともに、指摘事項について速やかに改善するように通知し、全所属
に対して備品管理の一層の適正化を図るよう併せて通知を行った。

(３) 随意契約における減価交渉の実施に留意すべきもの
大型備品等で修理を頻繁に行う必要が生じるものについては、修理発注に活

用するため必要に応じて修理記録を記載した補助簿を作成し、契約締結に際し
ては、減価交渉を実践できるよう、出納局において施設を所管する課及び幹事
課の指導を行っている。

(４) 工作物等の登載基準を明確にして公有財産台帳に登載すべきもの
平成１４年度中に工作物及び樹木の台帳登載事務の取扱いについて基準を明

確にし、公有財産台帳への登載を行う。

(５) 寝具類乾燥の実施回数について検討すべきもの
平成１４年度から衛生基準に基づき、月１回以上定期的に業者委託または日

光消毒により、寝具類の乾燥を行っている。

平成１３年度包括外部監査結果に基づく措置状況（山梨県）

指　　　摘　　　事　　　項 講　　じ　　た　　措　　置



山 梨 県 公 報 号 外 第 十 五 号 　 　 平 成 十 五 年 三 月 二 十 日 三

(６) 公金収納事務取扱者の周知方法につき検討すべきもの
平成１３年度末の各部からの出納局への協議に対する回答に対し、受託者で

ある旨を証する書面の交付及び窓口への掲示を指導した。
さらに、平成１４年度において、「私人への徴収事務の委託について」の運用

通知に、告示及び公表に関する条文を加える一部改正を行い、「○○○徴収事務
委託及び支出事務委託取扱要領（準則）」等に受託者証の様式を規定した。

(７) 受託団体における事業収支のゼロ精算につき検討すべきもの
土木部も教育委員会も契約書に精算条項を設け、剰余金が生じた場合は精算

を行うこととした。

(９) 各部局の所管事業区分に従って財産管理・予算管理を行うべきもの
①　引継ぎの事務処理を行い、適正な管理を行った。

② 都市公園内の新施設、増改築等、新施設等の利用目的に則した所管部局が
予算措置を行い、完成後に公園管理者である土木部が財産管理をする現在の
方法が合理的であると考えている。

(10) 施設利用者への効果的なアンケート調査の実施について（意見）
「公共施設改革プログラム」に基づき、施設運営と目標管理に活用するため、

利用者の意識調査を定期的に実施している。
(11) スポーツ施設等の臨時休業日の設定について明確にすべきもの

富士川クラフトパークのカヌー場、富士北麓公園の野球場、球技場の冬期休
業日については、今後の状況を見ながら平成１５年度に施行規則で定めていく。

(12) 委託契約における残存物件報告書を提出すべきもの
平成１３年度の委託終了時において、完了報告書とともに残存物件報告書を

提出させ改善した。

(14) 高額契約における信用調査（履行担保）について（意見）
契約に際しては、業者の財務状況、納入実績等の審査を行ったうえで作成さ

れた「山梨県物品等競争入札参加資格者名簿」を活用するなど、信用調査を実

(６) 公金収納事務取扱者の周知方法につき検討すべきもの
県公報で公表するほか契約などにより徴収又は収納事務の受託である旨を証

する書面を交付し、窓口に掲示するなど、納入義務者により周知する方法を講
じるべきである。

(７) 受託団体における事業収支のゼロ精算につき検討すべきもの
(財)山梨県県民スポーツ事業団への受託事業について、土木部分はゼロ決算な

のに教育委員会分は繰越収支差額をもっている。
繰越額が多額ならば、翌年度の受託額で調整するなり、精算方法の変更を検

討すべきである。
(９) 各部局の所管事業区分に従って財産管理･予算管理を行うべきもの
① 教育委員会は、小瀬スポーツ公園陸上競技場の夜間照明や電光掲示板等の
設置工事を実施している。その後土木部に引継いでいるが、その引継ぎが行
われていない。
② 本来、その財産を所管する部局が予算措置を行い、維持管理を行うべきで
あり、各部局の所管事業区分に従って財産管理及び予算管理を行うべきであ
る。

(10) 施設利用者への効果的なアンケート調査の実施について(意見)
県民サイドの施設運営のため、施設のあり方を求める効果的なアンケート調

査の実施が期待される。
(11) スポーツ施設等の臨時休業日の設定について明確にすべきもの

有料公園施設の休業日は都市公園条例施行規則で定めているが、富士川クラ
フトパークのカヌー場や富士北麓公園の野球場、球技場の冬期の長期間の臨時
休業としているのは適正ではない。カヌー場はポンドの凍結、北麓公園の霜に
よるグランド不良などによって利用が困難であることから、施行規則で休業日
とすることを検討すべきである。

(12) 委託契約における残存物件報告書を提出すべきもの
小瀬スポーツ公園他３公園の維持管理業務を(財)県民スポーツ事業団に委託し

ているが、残存物件報告書の報告がない。契約内容の履行に遺漏のないよう留
意する必要がある。

(14) 高額契約における信用調査(履行担保)について(意見)
科学館におけるプラネタリウム番組の制作委託が随意契約で行われているが、

サービス、ソフトの開発等金額が大きいものについては、経営審査的な信用調
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査の制度化を検討すべきである。
(15) リース契約について検討すべきもの

リース契約については、機器導入時に債務負担行為としてリース料の総額を
予算措置することを検討する余地がある。

(16) 都市公園の管理受委任について検討すべきもの
県立図書館に隣接する丸の内公園は、土木部から委任を受け、図書館予算で

管理している。
公園管理は図書館の業務と共通性を持たないので、予算の執行委任を制度化

するなど都市公園の管理受委任について検討すべきである。
(17) 利用料等の収入面の予算管理を徹底すべきもの(意見)

委託契約更新時には、支出面だけでなく収入面についても、目標設定し、評
価し、検証するサイクルの実践に努めるべきである。

(18) 一般施設の駐車場有料化について(意見)
施設では一定規模の駐車場を確保するための用地費、建設費等の費用負担は

多大なものとなるが、どの施設においても駐車場は無料とされている。
無料扱いは県民のすべてにとって同じ扱いだから良い、との意見も当然にあ

るが、全県民が同じ回数利用することは考えられないこと、応益原則からも受
益者負担の制度化は必要である。
都市化の更なる進展、環境問題等から県外利用者の多い有料公園等、県民の

合意を得やすい施設について有料化への検討を始めるべきである。
(19) 委託料の算定にかかる積算方法について(意見)

勤労青年センター、青少年会館の受託事業決算書では予算額に決算額を合わ
せるための科目間の流用が行われている。
予算編成にあたっては、決算調整のための流用措置が常態化とならないよう

特に配慮されたい。
２　施設別の指摘及び意見
(20) 貸室等の使用状況について早急に適正化すべきもの（県民会館）

県民会館は、公の施設にも関わらず、現実的には県庁の分庁舎として利用さ
れている。
また、４階は山梨県教育会館維持財団に１室を除いて貸しており、同財団は

５団体に転貸している。教育会館の延長機能を果たしているが、使用許可の対
象団体以外に使用は認められない。

施している。
(15) リース契約について検討すべきもの

リースにより機器等の調達を行う場合は、機器等導入時に債務負担行為を設
定し、賃借料総額について予算措置を行う。

(16) 都市公園の管理受委任について検討すべきもの
平成１５年度より、当該公園の管理については土木部で行うこととする。

(17) 利用料等の収入面の予算管理を徹底すべきもの（意見）
当初予算要求時に、次年度の利用（収入）目標を設定している。利用実績に

ついても、月毎や年度末に利用状況を分析し、利用促進方策を検討し、実践し
ている。今後も、「公共施設改革プログラム」に基づき、目標設定や評価、検証
について一層努めていく。

(18) 一般施設の駐車場有料化について（意見）
駐車場の有料化の可否を含め、受益者負担の考え方から公の施設の利用料金

等の見直しを検討するため、「公共施設利用料金等見直し庁内検討会」を設置し、
検討を進めている。

(19) 委託料の算定にかかる積算方法について（意見）
不適正な決算調整が行われないよう適切な指導を行うとともに、事業完了後

は精算を行い、不要額については全てれい入処理を行う。

２　施設別の指摘及び意見
(20) 賃室等の使用状況について早急に適正化すべきもの（県民会館）

「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１５年度までに貸室に関わる課
題を整理し、「山梨県県民会館設置、管理及び使用料条例」の改正を行い、庁舎
施設等として利用する。
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(21) 建設負担金と公の施設としての位置付けを見直すべきもの（県民会館）
① 「公共施設改革プログラム」に基づき、貸室を庁舎施設等とする際に、入
館負担金を返還することとする。

② 「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１５年度までに貸室に関わる
課題を整理し、「山梨県県民会館設置、管理及び使用料条例」の改正を行い、
庁舎施設等として利用する。

(22) 備品台帳の整備を行うべきもの（県民文化ホール）
指摘を受け、直ちに備品等の数量・型式・保管場所の突合整理を行い、備品

台帳の整備を行った。

(23) 使用料の徴収にあたり留意すべきもの（県民文化ホール）
指摘を受け、使用当日の器具の追加についても、後納の例外処理が行われな

いよう使用料前納の原則を徹底し、改善を行った。

(24) 無料施設の有料化を進めるべきもの（総合、富士、峡南女性センター）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１５年度までに無料施設の有料

化について検討し、平成１６年度から改善する。

(25) 団体連絡室を活動・交流の場として活用すべきもの（総合、富士、峡南女性
センター）
パソコン教室は小研修室で実施できるよう平成１４年３月にネットワークの

配線等の移設を行い、女性団体連絡室は本来の目的に沿った使用を行うよう改
善した。

(26) 支出負担行為伺の決裁につき検討すべきもの（総合、富士、峡南女性センタ
ー）
関係する規則を改正し、平成１４年４月１日から副館長を「かい長」とし、

改善を行った。
(27) 総合女性センターの予算執行について（意見）（総合、富士、峡南女性センタ

ー）

(21) 建設負担金と公の施設としての位置付けを見直すべきもの(県民会館)
① 「入館負担金」として収入調定し、退館時に返還することとなっている。
一般会計では、現金主義会計で処理しているので、退出時における返還請求
により債務を認識して支出しているが、契約締結時に債務と認識し、雑部金
(保証金）の処理を行うべきものと考える。
② 入館負担金を納入して法人・団体等が事務所として長期独占的使用を行う
のは、地方自治法及び条例の意図する、直接に住民のために、住民の福祉増
進を図るという面が希薄である。

(22) 備品台帳の整備を行うべきもの(県民文化ホール）
県民文化ホールの備品調査に当たって、備品目録書の提示があったが、備品

の具体的な保管場所、購入から廃棄に至る一連の出納状況や沿革を記帳するフ
ォームとなっていない。
備品台帳を作成し、正確な記帳整理を行うべきである。

(23) 使用料の徴収にあたり留意すべきもの(県民文化ホール）
県民文化ホールの平成12年度の使用料については、3件の徴収遅延があった。
これは、使用料徴収は前納とされているが、器具使用料については、使用当

日の追加・削除が生じることから、運用で例外的に当日納付としているためで
ある。例外処理は早急に是正すべきである。

(24) 無料施設の有料化を進めるべきもの(総合、富士、峡南女性センター）
各女性センターは、女性に学習の機会と交流の場を提供するとともに、貸館

施設である。しかし、一般利用が多く、本来の目的とかけ離れている。他の同
様施設と料金面で足並みを揃え、有料と無料を区分する具体的・合理的な基準
を設けるなど無料施設の有料化を進めるべきである。

(25) 団体連絡室を活動･交流の場として活用すべきもの(総合、富士、峡南女性セン
ター）
富士女性センターにおいて、女性団体連絡室が平成14年度からのIT講習用パ

ソコン教室として利用され、目的外であるため改善されたい。

(26) 支出負担行為伺の決裁につき検討すべきもの（総合、富士、峡南女性センタ
ー）
館長の行う支出負担行為の決裁を副館長が行っているため、財務規則の規定

どおり運用するか、規定と実態との乖離を是正する方策を検討すべきである。
(27) 総合女性センターの予算執行について（意見）（総合、富士、峡南女性センタ

ー）
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① 総合女性センターの管理運営は、教育委員会から知事に管理委任されてい
るため、建物の所管についても予算執行を教育委員会から知事部局へ所管換
えするなど事業目的に従った予算執行を行うことが必要である。

② 公有財産台帳上の｢総合婦人会館」を条例の名称と統一し「総合女性センタ
ー｣にすべきである。

(28) 施設の管理運営要領を県による作成とすべきもの(青少年会館）
施設の管理委託先団体である(財)山梨県青少年協会に管理運営要領の作成を義

務づけているが、施設の委託者である県が作成すべきである。
(29) 団体事務室等の管理の方法について検討すべきもの(青少年会館）

青少年会館の設置目的の中心部分である1階部分が、委託先の青少年協会の管
理の対象とされず、また、行政財産の使用許可後に他団体に転貸しされている
ため、管理の方法について検討すべきである。

(30) 条例目的に適合した管理・運営が望まれるもの(意見）(郡内地域地場産業セン
ター）
山梨県立地域産業振興センター設置及び管理条例第1条(設置目的）「地域で生

産される工業品農産物等の展示等の機会と場を提供し、地域の産業の振興に寄
与する」に副った管理運営が期待される。

(31) 駐車場の借り上げにつき検討すべきもの（アイメッセ山梨）
① 近くの広大な河川敷も河川管理者との調整如何では利用可能であることも
考慮すれば、NEC駐車場の借り上げはイベントで必要なときのみとするか、
廃止も考えられる。
河川管理者との調整やイベント時の駐車台数の正確な予想など、コスト面

も考慮した方策を検討すべきである。
② 職員駐車場として無償で使用させていることについては、事実関係を調査
の上必要な手続きを行うべきである。

(32) 減額季節料金の導入を検討すべきもの（意見）（アイメッセ山梨）
館における展示場の利用率を見ると、７・８月等の夏場には利用が半減して

いる。利用率向上のため、このような閑散期の対策として新規需要の開拓･減額
季節料金等の導入を検討すべきである。

(33) 使用料の債権管理及び債権発生の未然防止について（意見）（アイメッセ山梨）
①　施設使用料の前納を行うことにより貸倒の防止を図るべきである。

① 当該センターは、建設にあたって文部省の補助金（社会教育施設整備費補
助金）を受けており、その目的からして、財産の所管換えについては認めら
れないとの回答が、平成１４年９月４日文部科学省からあったため、所管換
えは困難である。
② 平成１４年１２月に公有財産台帳上の名称を「総合女性センター」に変更
した。

(28) 施設の管理運営要領を県による作成とすべきもの（青少年会館）
平成１４年度管理委託契約から、管理運営要領は委託者である県が作成し、

受託者に提示している。
(29) 団体事務室等の管理の方法について検討すべきもの（青少年会館）

「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１４年度中に団体事務室の管理
運営方法を見直し、青少年協会の管理の徹底を図るとともに、平成１５年度か
らは各団体連名での使用許可とすることとした。

(30) 条例目的に適合した管理・運営が望まれるもの（意見）（郡内地域地場産業セ
ンター）
地場産品の展示・紹介を行う企画展を定期的に実施している。また、来場者

に対し施設がわかりやすくするための大型モニュメントを設置した。さらに、
地場産品の展示内容の充実を図るとともに、より魅力的な施設とするため、展
示場のリニューアルを実施することとした。

(31) 駐車場の借り上げにつき検討すべきもの（アイメッセ山梨）
① ＮＥＣに対してスポット貸しの申し入れを行ったが、年間契約以外の契約
は行わない方針であるため、イベント時のみの借り上げは困難である。大規
模イベントを誘致するためには、現状規模の駐車場が必要であり、河川敷に
は１００台程度しか駐車できないため、ＮＥＣ駐車場の廃止も困難である。
なお、借り上げ料金引き下げの交渉等を、引き続き行うこととしている。

②　駐車場使用の賃貸借契約を締結した。

(32) 減額季節料金の導入を検討すべきもの（意見）（アイメッセ山梨）
「公共施設改革プログラム」に基づく使用料の見直しに併せて、減額季節料

金等の見直しを行う。

(33) 使用料の債権管理及び債権発生の未然防止について（意見）（アイメッセ山梨）
① 利用申請書の記載に基づき、設備器具等の使用料についても前納とするよ
う利用規程の改正を行い、本年度４月から施行している。
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② 指摘を受け、直ちに改善を行った。

(34) 水道施設使用料と水道料金との逆さやを解消すべきもの（アイメッセ山梨）
水道設備使用料については、他県の類以施設の平均単価を参考にして決定し

ており、また利用も少なく少額であることから、全庁的な使用料・手数料の改
定に併せて見直しを行う。

(35) 電源施設使用料が徴収漏れとなっているもの（アイメッセ山梨）
集計方法の改善を図った。また、徴収漏れとなっていた電気設備使用料につ

いては、利用者に事情を説明し、徴収を行った。
(36) 領収書の発行について是正すべきもの（アイメッセ山梨）
①　指摘を受け、直ちに改善を行った。

②　指摘を受け、直ちに改善を行った。

(37) 施設のあり方について検討すべきもの（勤労者福祉センター）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１５年度末までに施設を廃止し、

地域のコミュニティー施設として地元富士吉田市への移譲あるいは他施設に転
用等を行う。

(38) 備品管理を適正に行うべきもの（勤労者福祉センター）
指摘を受け、直ちに管理台帳を整備するなど改善を行った。

(39) テニスコートへの通行について権原を明確にしておくべきもの（勤労青年セ
ンター）
平成１４年度委託契約から、甲府市勤労者総合福祉センター運営要綱に勤労

青年センターテニスコート利用者の敷地内の通行及び自動車の駐車について明
記することで、権原を明確にした。

（40) テニスコートの移設に伴う事務手続きを早急に行うべきもの（勤労青年セン
ター）

② また、施設貸与から貸倒処理に至る経緯を記載し、承認を得た文書を作成
し、内部的に明確にすべきである。

(34) 水道施設使用料と水道料金との逆ざやを解消すべきもの(アイメッセ山梨）
水道設備使用料は実費負担が原則であることから、水道料金との逆ざやを解

消すべきである。

(35) 電源施設使用料が徴収漏れとなっているもの(アイメッセ山梨)
電力使用量の集計を誤り、電源設備使用請求漏れが生じているのは適正でな

い。的確な事務処理に努められたい。
(36) 領収書の発行について是正すべきもの（アイメッセ山梨）
① 現金の収納業務を洩れなく行い、不正の発生を未然に防止するためには、
連番管理された領収書を使用することが必要である。
② 内部統制上及び検証可能性を確保するためにも、書き損じが生じた場合に
は、使用できないよう処理した後、破棄せずに保存し、基本に従った処理を
行うべきである。

(37) 施設のあり方について検討すべきもの(勤労者福祉センター）
公の施設としての存在意義は薄れつつあり、広域行政を主に行う県の施設と

してふさわしいか否か、地元市への譲渡若しくは廃止を含めて検討されたい。

(38) 備品管理を適正に行うべきもの(勤労者福祉センター）
備品について調査したところ、平成12年度に購入したノートパソコンは台帳

上に記載されていなかった。説明によると、当該勤労者福祉センターの管理運
営を委託された(社）山梨県労働者福祉協会の本部で使用しているとのことであ
る。
このノートパソコンはセンター業務のためのものであり、センターの管理台

帳に搭載し、センターにおいて活用し、現品管理すべきである。
(39) テニスコートへの通行について権原を明確にしておくべきもの(勤労青年セン

ター）
勤労青年センターのテニスコートは、甲府勤労者総合福祉センター(通称：リ

バース和戸）の隣接地でセンターの飛び地に建設されている。テニスコートの
利用にあたり、その敷地内通行について相互に文書を取り交わすなど権原を明
確にしておくべきである。

(40) テニスコートの移設に伴う事務手続を早急に行うべきもの(勤労青年センター）
台帳記載のテニスコートが旧テニスコートである。テニスコートの新旧の別、
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使用料の決定等を明確にし、公有財産台帳上の必要な記載事項についても明記
するなど移設に伴う事務手続きを早急に執り行うべきである。

(41) 食堂の使用許可に伴う実費を徴収すべきもの(勤労青年センター)
①　食堂の使用許可に伴う電気料、水道料等の実費を徴収すべきである。

② 勤労青年センターが宿泊施設を有することから、食堂の営業は必須のもので
あるので青年の家のように委託方式による営業継続についても検討する必要が
ある。

(42) 公の施設としての積極的な利用促進を図るべきもの(国際交流センター）
① 県は、国際交流センターの管理運営を(財）山梨県国際交流協会に委託してい
るが、応接室及び茶室は、委託外となっている。しかし、公の施設としない特
別の理由もないことから、有料施設として委託施設に加えるべきである。
② 会議室及び小会議室(4室）の利用は、(財）山梨県国際交流協会の国際関係的
事業が半数以上を占めているが、今後は一般県民の利用をさらに促進するよう
な積極的な運営が望まれる。

(43) 適正な備品管理に努めるべきもの(国際交流センター）
国際交流センターが保管している預かり物品や寄付物品について、帰属や数

量等を明記した台帳を作成し、適切な管理に努めるべきである。
(44) 所定の領収書を交付すべきもの(国際交流センター）

使用料等を現金領収したときは、所定の領収書を使用するとともに、領収書
の連番管理により控えを残すべきである。

(45) 青少年施設を統合し、効率的な利用に努めるべきもの(青年の家）
青年の家の利用実態、施設の老朽化及び勤労青少年施設における設備の豊富

さ交通アクセス等地理的条件を勘案するとこれらの統合を図り、青少年施設の
より一層効率的な利用について検討すべきである。

(46) 愛宕山の青少年施設の一元的管理について検討すべきもの(愛宕山少年自然の
家）
愛宕山を含めて周辺の各施設が効率的、有効に利用できるように所管部局の

統合など愛宕山における青少年施設の一元的管理運営について検討すべきであ
る。

指摘を受け、直ちに公有財産台帳の記載変更などテニスコート移設に伴う事
務手続きを行った。

(41) 食堂の使用許可に伴う実費を徴収すべきもの(勤労青年センター)
① 実費の積算等を行い、平成１３年度に許可者（食堂業者）から食堂使用許
可に伴う実費を５年分遡及して徴収した。
②　平成１４年度から食堂業務を業務委託方式に改めた。

(42) 公の施設としての積極的な利用促進を図るべきもの（国際交流センター）
①「公共施設改革プログラム」に基づき、有料化について検討を行っている。

② 「公共施設改革プログラム」に基づき、利用者意識を定期的に把握すると
ともに、国際交流センターのＰＲを行い、利用率の向上や利用者数の増加に
努めている。

(43) 適正な備品管理に努めるべきもの（国際交流センター）
指摘を受け、直ちに預かり物品や寄付物品を含め、現物との照合を行い備品

台帳の整備を行った。
(44) 所定の領収書を交付すべきもの（国際交流センター）

コピー機や電話、ＦＡＸなどの利用に係る実費徴収について、「財団法人山梨
県国際交流協会処務規程」に定める領収書を使用し、連番管理により適正な事
務処理を行っている。

(45) 青少年施設を統合し、効率的な利用に努めるべきもの（青年の家）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１４年度中に青年の家、勤労青

年センター、青少年会館の統廃合を行い、平成１５年４月から「山梨県立青少
年センター」として一体的な活用を図る。

(46) 愛宕山の青少年施設の一元的管理について検討すべきもの（愛宕山少年自然
の家）
愛宕山の青少年施設（愛宕山こどもの国、愛宕山少年自然の家、科学館）に

係る管理運営については、同一機関で行うことが望ましいことから、全ての施
設の管理運営を（財）県青少年協会に委託をしている。
したがって、当該施設に係る所管部局の統合は考えていないが、利用者にと

って便利で魅力があり、管理面でも効率的な維持管理が図れるよう、各施設間
の更なる一元的管理運営の推進に努めていく。
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(47) 管理委託契約書に必要な印紙を貼付すべきもの（愛宕山少年自然の家）
平成１４年度から印紙税法に基づき、管理委託契約書に適正な金額の印紙を

貼付している。
(48) 適切な日常の施設管理に努めるべきもの（県民の森）
① 県管理事務所は宿泊客の利便性及び安全性確保の観点から、管理人を常駐
させるための施設である。したがって、平成１４年２月より、委託契約書に
管理事務所の管理を明記することとし、改善を行った。
② 指摘に基づき、平成１３年１２月１７日付で、行政財産の使用許可手続き
を完了した。

③　指摘事項については、改善を行った。
なお、「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１４年度中にグリーンロ

ッジを廃止し、施設を南アルプス市（現櫛形町）へ移譲する。
④ バンガローを地元消防団とともに再度点検し、安全が確認されたため、使
用を再開している。

(49) 管理運営を委託している直営施設につき検討すべきもの（広河原ロッジ）
① 「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１５年度は南アルプス市（現
芦安村）へ委託し１５年度内に同市への移譲又は廃止を決定する。

② 収入の徴収・収納事務について規定に照らした適正な手続きを行うよう改
善した。
金融機関への納入については、従前より短い期間（約１週間を目途）に直

接金融機関に納入するよう指導し、改善されている。

(50) 薬師岳山小屋の管理方法を検討すべきもの（薬師岳小屋）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１４年度中に施設を韮崎市へ譲

渡する。

(51) 武田の杜保健休養施設の管理運営について（意見）（武田の杜）
①　森林学習展示館

(47) 管理委託契約書に必要な印紙を貼付すべきもの(愛宕山少年自然の家）
(財)山梨県青少年協会が作成した管理委託契約書に印紙が貼付されていない。
管理委託契約書には、印紙税法に定める必要額の印紙を貼付すべきである。

(48) 適切な日常の施設管理に努めるべきもの(県民の森）
① 県管理事務所は委託外となっているが、実際には町の職員(管理人)の住居所
として許可なく使用されている。

② 自動販売機大型（三段）1台がグリーンロッジ入口付近に設置されているが、
県の使用許可なく、町が業者(ポッカ)に設置させ正規の手続きは未了のままと
なっている。
③ グリーンロッジ内では、雨漏りにより、ベッド5～6人分が水分を含んだま
ま少なくとも５、６日間は経過して状態で、監査日現在(13.10.12)放置された
ままとなっていた。
④ 柱1本を中心にして立ち上げた６角バンガローは閉鎖されたままとなってい
た。床が地上１ｍ６０ｃｍ辺りにあって、雨や夜露を凌ぐ構造になっている
ためか、大すずめ蜂が巣を作っており危険であるからとしている。しかし、
単に閉鎖(2～3ヶ月）するだけで、バンガローの再開に向けた積極的な方策が
執られていない。

(49) 管理運営を委託している直営施設につき検討すべきもの（広河原ロッジ）
① 「公の施設」の管理委託の範囲は、「公共団体若しくは公共的団体」までと
法定されており、営利法人には委託できない。したがって、当該法人に実質
的に管理を委託している状況は適正でない。
② 利用料金の取り扱いは正当な手続（歳入の徴収又は収納の委託）を経たも
の以外は禁止されている。
ところが、当該ロッジに係る利用料金の徴収収納に当たっては、当該法人

の営業担当の部長を現金の取扱者に指定し、部付きの社員によって徴収･収納
事務が行われているが、規定に照らし適正でない。

(50) 薬師岳山小屋の管理方法を検討すべきもの（薬師岳山小屋）
薬師岳山小屋に対する山梨県の関わりを見ると、毎年度、単に韮崎市に使用

許可を繰り返しているのみで、その実態を把握しておらず、許可条件を履行さ
せる状況にないことから、管理の実態にあわせ、韮崎市への譲渡も含めて、そ
の管理方法を検討すべきである。

(51) 武田の杜保健休養施設の管理運営について(意見）（武田の杜）
①　森林学習展示館
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森林学習展示館については、遊歩道から離れ奥まった場所にあり、また、
林で覆われた状況となっており、その存在が判りずらい。遊歩道からその存
在が明らかになるように案内表示を工夫するなどして、利用率の向上に努め
るべきである。
②　キャンプ場

武田の杜では、テントサイト12を有しているが、利用率が低迷している。
愛宕山こどもの国においてもテントサイト20を有するキャンプ場があり、同
地域に公の施設としてのキャンプ場が２ヵ所設置されている。
県民によりよいサービスを提供し、利用率の向上を図るためにも、予約状

況をタイムリーに情報交換し、お互いに紹介し合うような仕組みを作るなど
連携を密にすることによって、比較的奥まった武田の杜の利用促進、さらに
は単独では出来ない多人数の団体や各種の行事開催にも対応が可能となると
考えられる。
しかし、現在はこうした連携はない。委託団体相互の連携を密にするよう、

相互の働きかけが望まれる。
③ 利便性の配慮

武田の杜には区域面積2500ヘクタールに存在する全長40ｋｍあまりの遊歩
道がある。しかし、遊歩道の歩き方を案内するパンフレット等が用意されて
いない。
県民の多くが手軽に楽しむことが出来るようにセットされていることも必

要であり、四季の自然観察のポイントなど工夫をこらしたパンフレット等の
作成や、バスやタクシーと併用した遊歩道の歩き方など、利用者の利便性へ
の配慮が望まれる。

(52) 未収入金の適切な管理に努めるべきもの(フラワーセンター)
県立フラワーセンターは、12年度後納の未収入金の入金時に消し込みがされ

ていない。
「財団法人山梨県農業振興公社徴収事務委託及び支出事務委託取扱要領」の

規定に従い的確な管理に努められたい。
(53) 寄贈備品等受け入れ手続きがとられていないもの（フラワーセンター）

県立フラワーセンターは、造園関係費で設備工事等を行い備品を取得したが、
資産台帳に登載する手続きがとられていない。
規定に従い正規の処理をするべきである。

(54) 公園内道路での通過交通に対する安全対策に万全を期すべきもの(フルーツ公
園）

「公共施設改革プログラム」に基づき、広報活動の見直しなどを行い利用
率の向上に努めるとともに、森林学習展示館の周囲の整備を行った。

②　キャンプ場
「公共施設改革プログラム」に基づき、愛宕山こどもの国の所管課と連携

し、平成１３年度中に県の担当と委託先職員を含めた連絡会議を開催した。
これに基づき、近隣の類似施設との連携を密にし、情報交換や互いの施設の
利用促進などを進めている。

③　利便性の配慮
「公共施設改革プログラム」に基づき、遊歩道の各路線の特徴や、自然観

察のポイント、公共交通機関からのアクセスなどをまとめ、パンフレットや
ホームページなどを通じて広く県民に紹介し、利便性の向上に努めている。

(52) 未収入金の適切な管理に努めるべきもの（フラワーセンター）
指摘を受け、直ちに帳簿を整え改善を行った。

(53) 寄贈備品等受け入れ手続きがとられていないもの（フラワーセンター）
指摘を受け、直ちに備品台帳の整理を行った。

(54) 公園内道路での通過交通に対する安全対策に万全を期すべきもの（フルーツ
公園）
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園内道路沿いに、安全運転を促す看板や標識を増設するなどの具体的対策を
検討し、平成１５年度に実施する。

(55) 富士山５合目休憩所の運営につき抜本的に検討すべきもの（富士山５合目休
憩所）
屋上展望台等の利用状況を踏まえながら、「公共施設改革プログラム」に基づ

き、平成１４年度中に転用方法等を決定し、施設を廃止する。

(56) 富士山６合目安全指導センターのあり方につき検討すべきもの（富士山安全
指導センター）
富士山安全指導センターは、普通財産として運営協議会に貸し付ける。

(57) アイスアリーナ建設に伴う予算措置及び建設後の管理に留意すべきもの（小
瀬スポーツ公園）
都市公園内のスポーツ施設の設置については、スポーツ行政の所管部局が企

画立案、予算措置を行い、建設後に公園管理者が財産管理を行い管理運営する
という現在の方法が合理的であると考えている。

(58) 備品の管理について（意見）（富士北麓公園）
①　実際の備品と備品台帳とを一致させ、適正な備品の管理を行っていく。

② 平成１４年度の契約更新時から備品目録を添付するとともに、備品の取得
及び除去等による移動を県に報告する。

(59) 施設の利用制限を緩和し、利用拡大に努めるべきもの（御勅使南公園ラグビ
ー場）
① グランドの利用については、既に利用開放を行っており、ホームページ等
でこの旨の広報を行い改善した。

フルーツ公園にある園路は、公道から公道に通じる一般道路として使われて
いるが、何も安全対策がとられていない。公園内においての安全対策の配慮が
望まれる。

(55) 富士山5合目休憩所の運営につき抜本的に検討すべきもの(富士山5合目休憩所）
平成6年度における富士山マイカー規制によって客足が遠のき見合った利潤が

上げられないこと、②近くの利便性の高い場所に道路公社の類似施設があるこ
と、③当該施設が道路、駐車場から奥まったところに位置し、お客の導線が悪
いこと、など現状においては経営が難しい状況にある。
富士山スバルラインの開設に伴い、当初から利用者の利便に供してきたもの

であるが、富士山5合目休憩所も開設以来36年となり、当初の目的は既に達成し
ているため、マイカー規制など新たな流れの中で、その運営について利用者の
ニーズを十分踏まえ、施設の廃止を含めた抜本的な検討をすべきである。

(56) 富士山6合目安全指導センターのあり方につき検討すべきもの(富士山安全指導
センター）
富士山6合目安全指導センターについては、山梨県は現在、行政財産の使用許

可とは別に登山の安全指導業務運営に対して補助金を交付し、あたかも県の事
業のような取り扱いであることから、登山者に対する安全指導という面で、県
における｢安全指導事業」として明確にし、当該事業を委託事業として同センタ
ーを使用させるなど、富士山6合目における安全指導の在り方について検討すべ
きである。

(57) アイスアリーナ建設に伴う予算措置及び建設後の管理に留意すべきもの(小瀬
スポーツ公園）
小瀬スポーツ公園のアイスアリーナは、教育委員会が予算化し建設され、土

木部に所管替えをしている。本来なら公園を管理する土木部が予算化、建設し
管理すべきである。今後の検討事項として留意されたい。

(58) 備品の管理について(意見)(富士北麓公園）
① 富士北麓公園の管理を受託している県民スポーツ事業団の備品台帳は教育
委員会、土木部、補助金が載っているが実際の備品と一致していない。
② また契約書に備品目録が作成されておらず、取得、除却の報告もされてい
ない。所属別に区分し、契約更新時に県に報告すべきである。

(59) 施設の利用制限を緩和し、利用拡大に努めるべきもの(御勅使南公園ラグビー
場）
① グランドの芝を良好な状態とするため、1月～3月に養成期間を設け、利用
制限しているのは適正ではない。
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② 他競技への利用を検討し、利用拡大に努めるべき。

③ メイングランド、サブグランドの利用料金について格差を設ける必要があ
る。

(60) 受託管理者(町)が独自の規程により使用料を徴収しているもの(釜無川スポー
ツ公園）
県が竜王町に委託管理させている釜無川スポーツ公園について、一部不適正

な管理が見られるため是正改善するとともに、同町への移譲等の検討が望まれ
る。

(62) 委託契約の内容に従い適切な管理に努めるべきもの(八木崎公園）
八木崎公園テニスコートは県の条例には使用料の規定がなく、無料扱いだが、

町の条例で使用料をとっている。また、自由広場は石ころがところどころ放置
されている。委託契約の内容に従い適切な管理に努めるべきである。

(63) 委託契約の内容に従い適切な管理に努めるべきもの(利根川公園）
利根川公園の管理を受託している増穂町は県条例で利用料金の定めがないの

にかかわらず、プールの使用料を徴収している。利用料金体系が町内と町外で
格差をつけている状況では実費相当額論拠に乏しい、委託契約に従った適正管
理が望まれる。
また利根川公園は県の公園としての意義が薄いので増穂町への移譲を検討さ

れたい。
(70) 管理主体の変更を検討すべきもの(意見）(緑が丘スポーツ公園）

緑が丘スポーツ公園を甲府市に委譲することについて検討されたい。

(81) 公の施設と重複供用されている大学運動場の位置づけを明確にすべきもの
（飯田県営運動場）
県営運動場については、一部が女子短期大学の運動場として使用されている

など、現在入り組んだ状況になっている。位置づけを明確にし、適正な管理を
行うこと。

(84) 見学者の誘致、サービス向上について(リニア見学センター)
利用者に対しアンケート調査等を行い、県内外の見学者誘致に向けての積極

的な努力を重ね、管理委託先の地元都留市や実験線事業者とともに、サービス
の向上に努めるべきである。

② 「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１５年度中にラグビー場の利
用方法を変更し、利用拡大に努める。
③ 「公共施設改革プログラム」に基づき、利用料金等の検討を行い、平成１
５年度中に利用料金を見直し料金改定を行う。

(60) 受託管理者（町）が独自の規程により使用料を徴収しているもの（釜無川ス
ポーツ公園）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１６年度までに施設を竜王町へ

移譲するため、検討、協議を進めている。指摘された管理上の問題は、当該移
譲により解消させる。

(62) 委託契約の内容に従い適切な管理に努めるべきもの（八木崎公園）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１４年度中に施設を河口湖町へ

移譲する。

(63) 委託契約の内容に従い適切な管理に努めるべきもの（利根川公園）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１４年度中に当該施設を増穂町

へ移譲する。

(70) 管理主体の変更を検討すべきもの（意見）（緑が丘スポーツ公園）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１６年度までに施設を甲府市へ

移譲するため、検討、協議を進めている。
(81) 公の施設と重複供用されている大学運動場の位置づけを明確にすべきもの
（飯田県営運動場）
「公共施設改革プログラム」に基づき、陸上競技場、庭球場の利用方法を見

直し、県立女子短期大学の施設とした。

(84) 見学者の誘致、サービス向上について（リニア見学センター）
見学者の拡大に向けて、これまでは旅行代理店からの照会に親切丁寧に回答

することを中心にしてきたが、「公共施設改革プログラム」に基づき、今年度か
らは旅行代理店等へ積極的に出向き、見学者の誘致活動を始めている。また、
昨年８～９月に来館者を対象にアンケート調査を実施したところ、展示品や資
料についての指摘があった。これを基に、都留市や実験線事業者と特に展示品
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等の充実に心がけサービス向上に努めている。
(85) 防災安全センターのあり方について（意見）（防災安全センター）

本施設の設置主目的は、防災の当事者である県民の防災意識の普及啓発であ
り、県民全ての利用に供する施設として設置されているものである。
また、本施設は、県民に防災知識や情報を提供し、県民が自ら求める防災知

識を学び、防災意識を高める場としての性格上、結果として県民（地域住民）
の求める行政需要に応えるための「地域福祉の増進に資する施設」として「公
の施設」であると考えている。

(96) 野外研修室及び茶室の管理の受委任につき検討すべきもの（芸術の森公園）
① 地方自治法第１８０条の２により、知事から都市公園の管理委任を受けて
いる教育委員会が、予算措置を行い執行する現在の方法が、合理的であると
考えている。

② 「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１４年度から野外研修施設を
無料施設とした。

(98) 研修センター内の講堂及び研修室の管理につき検討すべきもの（考古博物館）
研修センターについては、公の施設として一般開放し活用を図っていく。

(101) 園内施設の１部につき廃止を含めての検討が望まれるもの（曽根丘陵公園）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１６年度までにバンガローを廃

止する。
(102) 料金の有無を明確にし、利用率の向上策を検討すべきもの（曽根丘陵公園）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１４年度から庭球場を無料施設とし
た。

３　トータルコストについて
「公共施設改革プログラム」に基づき、各施設ごとに現状値を基に、平成１

(85) 防災安全センターのあり方について(意見）(防災安全センター)
防災安全センターは、県における防災拠点施設としての重要な役割を担って

いる。
しかしながら、当該施設は防災用品の備蓄、起震車の貸出し等を機能面から

みると、公の施設の一部を構成するものとは考えにくい面もみられる。
また、展示物等による啓発活動も消防行政のPRセンター的な側面が強く、県

民の福祉向上を図る施設というより、県民の生命・財産を守るという本来の行
政活動の一環としての施設ではないかと思われる。センターのあり方について
検討すべきである。

(96) 野外研修室及び茶室の管理の受委任につき検討すべきもの(芸術の森公園）
① 芸術の森公園の野外研修施設及び茶室は県立文学館が有料施設として管理
運営をしているが、文学館の事務に直接関連しておらず、所管事業部局の歳
入歳出予算の区分という観点から妥当ではない。予算の執行を委任するなど、
予算を絡めた受委任について検討すべきである。
② 野外研修施設を広く利用できるように検討されたい。

(98) 研修センター内の講堂及び研修室の管理につき検討すべきもの(考古博物館）
曽根丘陵公園内にあり、考古博物館が管理運営している研修センターは利用

制限があり、専ら公用施設として扱われた。
平成6年度からは内規により一般開放しているが、施設利用の公平性と内規に

よる一般開放は適切でない。現状のままでは施設利用の公平性及び内規による
施設の一般開放に問題を残すこととなり、適切でない。
公用施設とするか、公の施設とするかを選択し、施設の積極的活用を図るべ

きである。
(101) 園内施設の1部につき廃止を含めての検討が望まれるもの（曽根丘陵公園）

曽根丘陵公園のバンガローは、利用率が低調で傾斜地である等から今後の利
用率向上もほとんど望めない。廃止を含め検討が望まれる。

(102) 料金の有無を明確にし、利用率の向上策を検討すべきもの(曽根丘陵公園）
曽根丘陵公園にある庭球場の利用率が低い原因として更衣室が用意されてい

ないことが挙げられる。有料施設として更衣室を設けるか、無料施設として利
用者の増加を図るか、方針を明確にし、利用率の向上策を検討されたい。

３トータルコストについて
公共施設を通じて県民のニーズに適合した公共施設を管理運営していくには、
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一定の目標を各所管課の職員が主体的に設定し、各公共サービスの改善すべき事
項の実施によるトータルコストを算定し、この結果と目標との比較により、次な
る改善の目標を設定していく必要がある。
公共施設の有効利用の向上を図るためトータルコスト計算を毎期継続的に作成

することを検討されたい。
税金負担について県民の理解を得るために、県民への情報開示のあり方を検討

されたい。(意見）

※番号については、報告書の番号と一致している。

１　施設共通の指摘及び意見
(２) 委託に係る設備・備品の管理体制を確立すべきもの

毎年度の委託契約において、備品・設備の現況を確認することなく目録を作
成し形式的に目録を交付しているので、次のような事例が見られる。
・目録と現品が一致しない
・新規購入したもの及び寄附受納したものが備品台帳に登載されていない
また、大方の施設において現品突合に必要な設備図面、備品目録が作成保存

されていないので、現存する書類で確認等を行い管理体制の立て直しを図るこ
と。

(５) 寝具類乾燥の実施回数について検討すべきもの
旅館業法第２条に定める簡易宿所に該当する施設の寝具類の乾燥について、

定められた衛生基準が守られていない。衛生的な観点から寝具類乾燥の実施回
数を検討されたい。

(７) 受託団体における事業収支のゼロ精算につき検討すべきもの
① 「スポーツプログラマー養成事業」と「スポーツリーダーバンク事業」に
ついて、毎年ゼロ決算をしているが、このゼロ決算をするために、期末に不

６年度における具体的な数値目標を設定した。
目標設定に当たっては、トータルコスト（施設の管理運営に要する全体経費）

から利用料等収入を減じた額である「トータルサービスコスト」を求め、それ
を施設利用者数で除した額である「１人当たりトータルサービスコスト」を下
げることを目指すものとした。
このため、各施設ごとにトータルコスト計算を毎年実施するとともに、この

結果を活用し、目標管理を実施することとしていることから、これにより改善
を行っていく。
また、改革プログラムでは、計画期間が満了する時点で各施設の在り方や改

善状況の再点検を行うものとしている。これに基づき、改善の成果並びに実行
状況等について公表する。

１　施設共通の指摘及び意見
(２) 委託に係る設備・備品の管理体制を確立すべきもの

指摘を受けた施設については、直ちに現物との照合を行い備品台帳の整備を
行った。

(５) 寝具類乾燥の実施回数について検討すべきもの
平成１４年度から衛生基準に基づき、月１回以上定期的に業者委託または日

光消毒により、寝具類の乾燥を行っている。

(７) 受託団体における事業収支のゼロ精算につき検討すべきもの
① 当該事業は、事業費の一部を文部科学省が補助する単年度のソフト国補事
業であるため、制度上、繰越処理はできない。今後、決算見込額を正確に把

平成１３年度包括外部監査結果に基づく措置状況（山梨県教育委員会）

指　　　摘　　　事　　　項 講　　じ　　た　　措　　置
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握し、備品等の購入で調整の必要がないよう、事業を実施していく。

② 土木部も教育委員会も契約書に精算条項を設け、剰余金が生じた場合は精
算を行うこととした。

(８) 使用許可、使用料還付等の権限規定の整備について検討すべきもの
知事の権限である公の施設の使用料の賦課徴収権の中に、使用料の還付権及

び減免権（以下「還付等権」と言う。）が含まれるという考え方により、本県で
は、昭和５８年以降制定された公の施設の設置管理条例において、使用料の還
付等権者は知事であると規定している。
なお、地方自治法第１８０条の２には、知事の権限に属する事務の一部を協

議により教育委員会に委任することができる旨の規定があり、これに基づき、
本県では使用料の還付等権については、財務規則第３条により教育委員会へ委
任がなされている。
このため、実際の還付及び減免措置者は教育委員会ということになる。よっ

て、現行の実務方法でも問題はないと考えている。
なお、昭和５７年以前に制定された設置管理条例では、教育委員会が使用料

の還付等権者であると規定してあるが、現在の本県の考え方にそぐわないため、
これらの条例については平成１４年度中に改正を行い統一する。

(13) 施設使用料の適正な収納につき留意すべきもの
現状に即した扱いにするため、減免要項の改正を行った。

(14) 高額契約における信用調査（履行担保）について（意見）
契約に際しては、業者の財務状況、納入実績等の審査を行ったうえで作成さ

れた「山梨県物品等競争入札参加資格者名簿」を活用するなど、信用調査を実
施している。

(15) リース契約について検討すべきもの
① 今後システム導入時の基本契約については、時効処理の例外として保管し
ていく。

要な事務用品等を購入し金額調整している。
こうした調整はせずに、繰越収支差額で処理すべきである。

② （財）山梨県県民スポーツ事業団への受託事業について、土木部分はゼロ
決算なのに教育委員会分は繰越収支差額をもっている。
繰越額が多額ならば、翌年度の受託額で調整するなり、精算方法の変更を検

討すべきである。
(８) 使用許可、使用料還付等の権限規定の整備について検討すべきもの

教育委員会が所管する公の施設における使用料の還付権及び減額免除権は、
それぞれの設置管理条例において定められているが、その権限者は知事の場合
と教育委員会の場合と２つあり同一ではない。
使用料の還付権及び減免権者が知事と規定してある施設において、あたかも

教育委員会に権限があるかのように実務が行われており、条例の規定どおりに
実施されていない。
使用料の還付及び減額免除の権限について整備するよう検討されたい。

(13) 施設使用料の適正な収納につき留意すべきもの
競技力向上対策本部が認める国体候補選手については減免要項に基づき、種

別（チーム）単位での練習にかぎり、指定された施設･期間での使用料が半額免
除の扱いとなる。
しかしながら、射撃については個人競技のため、種別（チーム）単位での練

習がなじまないとし、個人使用の場合においても全て半額免除の扱いとされて
いたので適切な措置をとられたい。

(14) 高額契約における信用調査（履行担保）について（意見）
科学館におけるプラネタリウム番組の制作委託が随意契約で行われているが、

サービス、ソフトの開発等金額が大きいものについては、経営審査的な信用調
査の制度化を検討すべきである。

(15) リース契約について検討すべきもの
① 県立図書館において、電算システムのリースに係る基本契約を保管時効に
より破棄していたが、基本契約は時効処理の例外として保管すべきである。
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② リース契約導入時にレンタル、買取りリース等の取引形態による価格やメ
ンテナンス面でのメリットデメリットの比較を検討し、契約すべきである。

２　　施設別の指摘及び意見
(46) 愛宕山の青少年施設の一元的管理について検討すべきもの（愛宕山少年自然
の家）
愛宕山を含めて周辺の各施設が効率的、有効に利用できるように所管部局の

統合など愛宕山における青少年施設の一元的管理運営について検討すべきであ
る。

(60) 受託管理者（町）が独自の規程により使用料を徴収しているもの（釜無川ス
ポーツ公園）
県が竜王町に委託管理させている釜無川スポーツ公園について、一部不適正

な管理が見られるため是正改善するとともに、同町への委譲等の検討が望まれ
る。

(61) 自動販売機及びごみ集積場の設置について占有許可を受けるべきもの（釜無
川スポーツ公園）
釜無川スポーツ公園内に設置してある飲料用自動販売機と、竜王町のごみ集

積ボックス等は、県からの占有許可を受けずに設置されており、県から占有許
可を受ける必要がある。

(65) 製氷機について公有財産台帳に登載すべきもの（八ヶ岳スケートセンター）
八ヶ岳スケートセンターにある製氷機５台について、県の財産台帳に適正に

登載されていないため、必要事項を台帳に登載すべきである。
(66) 製氷用特殊車両について、保管責任の明確化を図るべきもの（八ヶ岳スケー
トセンター）
八ヶ岳スケートセンターの製氷を行う専用車両が営業期間外も許可無く同セ

ンター内の車庫に保管されているため、同車両の保管責任の所在を明確にすべ
きである。また、当該車庫が公有財産台帳に未登載である。

(67) 施設使用料の端数計算を規定どおりに行うべきもの（緑が丘スポーツ公園）
施設使用料の端数計算を時間単価の段階で行っているが、施設使用料総額で

行うべきである。適切な措置をとられたい。
(68) 使用料前納を規定どおり実行すべきもの（緑が丘スポーツ公園）

使用料の前納について遵守すべきである。

② メンテナンス面等を考慮し、リース契約とする。

２　施設別の指摘及び意見
(46) 愛宕山の青少年施設の一元的管理について検討すべきもの（愛宕山少年自然
の家）
愛宕山の青少年施設（愛宕山こどもの国、愛宕山少年自然の家、科学館）に

係る管理運営については、同一機関で行うことが望ましいことから、全ての施
設の管理運営を（財）県青少年協会に委託している。
したがって、当該施設に係る所管部局の統合は考えていないが、利用者にと

って便利で魅力があり、管理面でも効率的な維持管理が図れるよう、各施設間
の更なる一元的管理運営の推進に努めていく。

(60) 受託管理者（町）が独自の規程により使用料を徴収しているもの（釜無川ス
ポーツ公園）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１６年度までに施設を竜王町へ

移譲するため、検討、協議を進めている。指摘された管理上の問題は、当該移
譲により解消させる。

(61) 自動販売機及びごみ集積場の設置について占有許可を受けるべきもの（釜無
川スポーツ公園）
指摘を受け、直ちに占有許可の手続きを行った。

(65) 製氷機について公有財産台帳に登載すべきもの（八ヶ岳スケートセンター）
指摘を受け、直ちに台帳記載内容を修正し、整備を行った。

(66) 製氷用特殊車両について、保管責任の明確化を図るべきもの（八ヶ岳スケー
トセンター）
車両については、委託業務終了後、車両保有業者が引き上げることとした。

また、車庫を公有財産台帳に登載した。

(67) 施設使用料の端数計算を規定どおりに行うべきもの（緑が丘スポーツ公園）
指摘を受け、施設使用料総額で端数計算を行うこととした。

(68) 使用料前納を規定どおり実行すべきもの（緑が丘スポーツ公園）
指摘を受け、使用料の前納を遵守することとした。
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(69) 自動販売機及び電話機の設置許可等、所定の手続きを行うべきもの（緑が丘
スポーツ公園）
「公有財産事務取扱規則」に従い、使用許可申請及び許可の手続きを行った。

(70) 管理主体の変更を検討すべきもの（意見）（緑が丘スポーツ公園）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１６年度までに施設を甲府市へ

移譲するため、検討、協議を進めている。
(71) すもう場及びアーチェリー場の利用者の範囲拡大を図るべきもの（緑が丘ス
ポーツ公園）
利用者の範囲拡大を図るため、各種団体等へのＰＲ活動を行っている。

(72) 行政財産の使用許可等、所定の手続きを行うべきもの（緑が丘スポーツ公園）
事務室の使用については、所定の手続きにより適切な措置を講じた。

(73) 特命随意契約の特命理由につき検討すべきもの（緑が丘スポーツ公園）
平成１５年度から、規則等に基づき入札及びこれに準じた方法により契約を

行う。
(74) 付帯設備（ボクシング用リング一式）の管理に適正を期すべきもの（緑が丘
スポーツ公園）
今年度中にＮ高等学校から返還を受ける。

(75) 設備の廃棄手続き等につき適時適切な手続きをとるべきもの（本栖湖青少年
スポーツセンター）
「公共施設改革プログラム」に基づき、平成１３年度中にプール、バレーコ

ート、テニスコートを廃止する手続を行った。
(76) 備品台帳の記帳を適正にすべきもの（本栖湖青少年スポーツセンター）

指摘を受け、直ちに確認を行い備品台帳の整備を行った。

(77) 艇庫及び艇庫内備品の適正管理に努めるべきもの（本栖湖青少年スポーツセ
ンター）
「公有財産事務取扱規則」に従い、使用許可申請及び使用許可の手続きを行

った。

(69) 自動販売機及び電話機の設置許可等、所定の手続きを行うべきもの（緑が丘
スポーツ公園）
自動販売機及びみどり電話が、許可なく緑が丘スポーツ公園内等に設置され

ているため、必要な手続きを執るとともに電気代等の徴収もれがないよう留意
されたい。

(70) 管理主体の変更を検討すべきもの（意見）（緑が丘スポーツ公園）
緑が丘スポーツ公園を甲府市に委譲することについて検討されたい。

(71) すもう場及びアーチェリー場の利用者の範囲拡大を図るべきもの（緑が丘ス
ポーツ公園）
すもう場及びアーチェリー場について、県民が利用しやすい施設への対策を

とられたい。
(72) 行政財産の使用許可等、所定の手続きを行うべきもの（緑が丘スポーツ公園）

スポーツ会館内に高体連の事務室が、また、体育館内に（財）山梨県体育協
会の本部事務室がそれぞれおかれているが所定の手続きが執られていない。適
切な措置をとられたい。

(73) 特命随意契約の特命理由につき検討すべきもの（緑が丘スポーツ公園）
緑が丘スポーツ公園の委託管理については特命随意契約により（財）山梨県

体育協会と締結しているが、入札に準じた方法について検討されたい。
(74) 付帯設備（ボクシング用リング一式）の管理に適正を期すべきもの（緑が丘
スポーツ公園）
ボクシング用リング一式を長期にわたりＮ高等学校に貸与している。適切な

措置をとられたい。
(75) 設備の廃棄手続き等につき適時適切な手続きをとるべきもの（本栖湖青少年
スポーツセンター）
使用不可となっている設備について、廃止、除却等の手続きがとられていな

いため、適切な措置をとられたい。
(76) 備品台帳の記帳を適正にすべきもの（本栖湖青少年スポーツセンター）

管理受託備品と協会所属備品の区分を明確にし、備品台帳の記帳を適正にす
ること。

(77) 艇庫及び艇庫内備品の適正管理に努めるべきもの（本栖湖青少年スポーツセ
ンター）
艇庫及び艇庫内の備品について管理責任の明確化など適正な管理に努めるべ

きである。
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(78) 自動販売機等の使用許可など所定の手続きを怠っているもの（本栖湖青少年
スポーツセンター）
自動販売機及び公衆電話が、許可なく本栖湖青少年スポーツセンター内に設

置されているため、必要な手続きを執るとともに、電気代等の徴収もれがない
よう留意されたい。

(79) 宿泊施設、体育施設の利用率の向上に努めるべきもの（意見）（本栖湖青少年
スポーツセンター）
県内者の利用率が低い施設について、利用率の向上について努力されたい。

(80) 下水道料金の減免申請を行うべきもの（飯田県営運動場）
野球場に係る水道料金と下水道料金について、芝生に散水する水量は芝生に

吸収され下水道に流れないことから、下水道料金の減免の措置が受けられるの
で、減免申請をすべきである。

(81) 公の施設と重複供用されている大学運動場の位置づけを明確にすべきもの
（飯田県営運動場）
県営運動場については、一部が女子短期大学の運動場として使用されている

など、現在入り組んだ状況になっている。位置づけを明確にし、適正な管理を
行うこと。

(82) 窓枠のたわみの原因を究明し早急に補修すべきもの（八代射撃場）
八代射撃場の本館２Ｆの窓枠にたわみが生じているので早急に補修すべきで

ある。
(83) 韮崎射撃場の一部施設の一部休止を検討すべきもの（韮崎射撃場）

韮崎射撃場についてのあり方について、安全対策を含め検討されたい。

(86) 寄託美術品の適切な管理に努めるもの（美術館）
① 受託品台帳と一件ごとの更新記録簿がない。
②　寄託品の預かり書などの記録、寄託物品返還受領書の破棄手続きがない。
③ 寄託品受払簿を整備されたい。

(87) 美術品の貸出等につき管理手続に万全を期すべきもの（美術館）
① 貸し出し、修復の出庫台帳を作成されたい。
②　貸し出し美術品の指導マニュアルを作成されたい。

(78) 自動販売機等の使用許可など所定の手続きを怠っているもの（本栖湖青少年
スポーツセンター）
「公有財産事務取扱規則」に従い、使用許可申請及び使用許可の手続きを行

った。

(79) 宿泊施設、体育施設の利用率の向上に努めるべきもの（意見）（本栖湖青少年
スポーツセンター）
宿泊施設、体育施設については、「公共施設改革プログラム」に基づき、平成

１６年度までに利用実態や今後の利用予測等から県施設として運営することの
是非を検討する。

(80) 下水道料金の減免申請を行うべきもの（飯田県営運動場）
指摘を受け、直ちに減免手続きを行った。

(81) 公の施設と重複供用されている大学運動場の位置づけを明確にすべきもの
（飯田県営運動場）
「公共施設改革プログラム」に基づき、陸上競技場、庭球場の利用方法を見

直し、県立女子短期大学の施設とした。

(82) 窓枠のたわみの原因を究明し早急に補修すべきもの（八代射撃場）
平成１４年度中に改修を行う。

(83) 韮崎射撃場の一部施設の一部休止を検討すべきもの（韮崎射撃場）
安全管理については、各射撃場で使用できる銃弾の説明や指導を行うととも

に、銃弾の事前チェックを徹底するなど、二度と事故が発生しないよう安全対
策を講じている。
なお、施設の移転を進めている。

(86) 寄託美術品の適切な管理に努めるもの（美術館）
①　受託品台帳を作成し改善した。
②　受託品の預かり記録など決裁による適正な手続きを行うよう改善した。
③ 順次整備を行い、平成１４年度中に改善する。

(87) 美術品の貸出等につき管理手続きに万全を期すべきもの（美術館）
①　貸し出し、修復台帳を作成し、改善した。
②　貸し出し美術品の指導マニュアルを作成し、改善した。
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(88) 美術品の保全措置について検討すべきもの（美術館）
１００万円以上の美術品については、既に火災保険に加入済であるが、これ

で補填できない事故、盗難等の保険加入については、対象を限定するなど、そ
の保全方策を検討している。

(89) 美術品等の棚卸など適切な管理に務めるべきもの（美術館）
定期的棚卸しを実施し、適切な管理を行う。

(90) 窓口つり銭を留置きすべきもの（美術館）
美術館としてのつり銭用の小口資金を留置し、改善した。

(91) 無料券・招待券の管理について是正すべきもの（美術館）
連番管理及び受払管理を行い是正した。

(92) 特別観覧券（ネガポジ）の収納について前納を徹底すべきもの（美術館）
規則に基づき前納を徹底し、改善した。

(93) 開館時間の延長等による開館・利用時間の延長について（意見）（美術館）
「公共施設改革プログラム」に基づき、来館者を対象とした定期的なアンケ

ート調査を実施し、利用者ニーズの把握を行っている。これに基づき、開館時
間について検討を行っている。

(94) 寄贈品の準備等について（意見）（美術館）
現在、整備を進めている展示施設において公開する。また、他館との相互連

携も図る中で積極的に貸出公開を行う。

(95) 茶室の利用拡大を図るべきもの（文学館）
「公共施設改革プログラム」に基づき、８月に調査した利用者ニーズを踏ま

え、弾力的な利用を検討し実施する。
(97) 委託料の契約手続きを見直すべきもの（考古博物館）

平成１４年度から入札による一本契約とした。

(99) 出土品の整理につき協働体制の確立を図るべきもの（意見）（考古博物館）
出土品の管理は、調査終了から整理報告書作成までが埋蔵文化財センター、

(88) 美術品の保全措置について検討すべきもの（美術館）
美術品の展示中の火災、事故、盗難にあった場合の損害保険の検討をすべき

である。

(89) 美術品等の棚卸など適切な管理に努めるべきもの（美術館）
美術品の数量は膨大であるが、管理システムの完成のため、さらに現物の保

全のためにも、美術品の重要度に応じて定期的棚卸しを実施すべきである。
(90) 窓口つり銭を留置きすべきもの（美術館）

現在山梨県立美術館協力会に当該資金の借用をしているが、美術館としての
つり銭用の小口資金を留置きすべきである。

(91) 無料券・招待券の管理について是正すべきもの（美術館）
無料券・招待券は、金銭等価物であるので、連番管理及び受払管理をされた

い。
(92) 特別観覧券（ネガポジ）の収納について前納を徹底すべきもの（美術館）

１２年度に一部特別観覧料が後納となっていたが、「設置及び管理規則」で前
納となっているため、前納を遵守すべきである。

(93) 開館時間の延長等による開館・利用時間の延長について（意見）（美術館）
午前９時３０分の開館を９時に、午後５時の閉館時間を夏季・週末には延長

を検討されたい。

(94) 寄贈品の準備等について（意見）（美術館）
萩原英雄氏からの寄贈品の土器・埴輪等は現在県民等に公開できる状態にな

い。整理をおこない考古博物館において広く公開する等の方策を考えるべきで
ある。

(95) 茶室の利用拡大を図るべきもの（文学館）
茶室として利用を限定しているが、公の施設であるので、広く県民の利用に

供するため、和室主体の多目的施設として利用の拡大を図るべきである。
(97) 委託料の契約手続を見直すべきもの（考古博物館）

平成１２年度の緑地管理の委託契約について、博物館と古墳とを随意契約に
より別々に同一業者と契約している。
別契約とする格別の理由も見当たらないので、入札による１本契約とし、コ

スト削減、事務効率化に努めるべきである。
(99) 出土品の整理につき協働体制の確立を図るべきもの（意見）（考古博物館）

考古博物館が保有する出土品の大半はリストアップされていない状況である。
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埋蔵文化財センター関連では、この他にも約15,500箱の未整理の出土品が保管
されている。年度計画を策定するなど、収蔵品一覧表の作成と出土品の整理に
逐次努めるべきであるが、出土品等の管理については、考古博物館と埋蔵文化
財センターとの協力関係が必ずしも明らかではない。文化財の早期活用のため
にも、協働体制の確立を図るべきである。

(100) 割引券等を発行し入場者の増加に努めるべきもの（意見）（考古博物館）
特別展の開催時には、常設展スペースが通常より狭い場所での展示となって

いるにもかかわらず、常設展の観覧料は通常どおりである。このため、両方を
観覧すると高額になり心理的な割高感は否めない。

(103) 使用料減額（免除）申請に対して承認書を交付すべきもの（科学館）
県立科学館において、入館料等を減額または免除する際、承認書の交付を行

っていない。山梨県立科学館設置及び管理条例施行規則に従い、申請者に対し
承認書を交付すべきである。

(104) プラネタリウム番組の制作委託にあたり検討すべきもの（科学館）
①　企画書に基づく制作費の積算と委託費の減価交渉を行うべきである。
②　将来的にはコンペ方式の導入を図ることが望ましい。
③ 上映期間に伴う番組の使用権の制限及び総合的著作権の所属について契約
書に明記する必要がある。
④ 著作権、永続的に使用できる使用権、短期間の利用権等の権利内容と所属
を明確にし、無形固定資産として財産管理をすべきである。

(105) 施設の地元での維持管理が望ましいもの（安藤家住宅）
安藤家住宅は、有料・無料を併せて年間2,200人程度の入場者である。交通の

不便さ等を考慮すると、極めてローカル色の濃い、地元密着の施設である。
年間６００万円の委託料を地元甲西町に支払い、管理を委託しているが、町

も自ら経費を負担しており、今後の管理運営の方向としては、地元、甲西町と
協議のうえ、地域の文化財としての維持管理の方策を検討することが望ましい。

(106) 未返却図書の防止に努めるべきもの（図書館）
返却困難な図書及び不明図書が、図書データとして蔵書登録されていること

は利用者に不便を強いる。未返却図書の状況を正確に把握して適時適切に除籍
処理を行うとともに、早期に督促を行うなど未返却図書の未然防止に努めるべ
きである。

※番号については、報告書の番号と一致している。

報告書が刊行された以後は考古博物館が管理している。
考古博物館が現在所蔵している出土品については、平成１４～１５年度にか

けて緊急雇用対策事業で一覧表の作成等、データベース化を実施している。
未整理５，２００箱については、現在、埋蔵文化財センターで整理中である。

(100) 割引券等を発行し入場者の増加に努めるべきもの（意見）（考古博物館）
「公共施設改革プログラム」に基づき、利用料金等の検討を行う中で、入場
割引券等についても検討を行う。

(103) 使用料減額（免除）申請に対して承認書を交付すべきもの（科学館）
指摘のとおり、減免承認書の交付を行うよう改善した。

(104) プラネタリウム番組の制作委託にあたり検討すべきもの（科学館）
①　制作経費の積算及び委託費の減価交渉を行い、制作費の削減を実施した。
②　コンペ方式を実施する。
③　検討の結果、共同制作業務契約とし、使用権及び期限について明記した。

④ 著作権、使用権、利用権等の権利内容等を明確に整理したうえで財産管理
を行うよう検討している。

(105) 施設の地元での維持管理が望ましいもの（安藤家住宅）
「公共施設改革プログラム」に基づき、地域の文化施設としての維持管理方

策を検討し、改善する。

(106) 未返却図書の防止に努めるべきもの（図書館）
未返却が減少するよう利用者教育を行い未然防止に努める。
その上で、督促、除籍処理について館内規定に従い適切に対応していく。
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